
山陰地方における
地域脱炭素先行地域の取組

～山陰合同銀行グループの取組紹介～

21世紀金融行動原則「脱炭素先行地域セミナー」
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サステナビリティ宣言（2019年5月）
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サステナビリティ宣言

地域経済の持続的な成長
豊かな地域社会の実現
持続可能な地域環境の実現
従業員の満足度向上
健全で透明性の高い経営体制の確立

■
重
点
取
組
事
項
■

山陰合同銀行グループは、
国連の定めた持続可能な開発目標（SDGs）の
趣旨に賛同し、地域の課題解決に取り組むことで、
持続可能な地域社会の実現を目指します。



ESGへの取組
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TCFD提言への賛同 2021年4月

サステナビリティ宣言を踏まえた投融資方針の公表 2021年6月

経団連生物多様性宣言への賛同 2022年7月

Governance ガバナンス

Environment 環境

Social 地域・社会

The Valuable 500加盟 2021年4月

調達活動に関する方針策定（グリーン購入） 2022年3月

取締役構成の変更 取締役総数 13名 ⇒12名

(社外取締役 5名 ⇒ 6名 女性取締役 1名 ⇒ 2名)
2021年6月

取締役構成の変更 女性取締役 2名 ⇒ 3名 2022年6月

■地銀初となるサステナビリティレポート発刊（2021.11）

 サステナブルファイナンス目標設定

 カーボンニュートラル目標設定



金融商品の一部ご紹介
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 脱炭素経営を支援するための金融商品・サービスを提供しています。従来より、
エコ型私募債、再エネファイナンスや関連ローンなどを提供しています。

 2021年10月より、サステナビリティ・リンク・ローン、グリーンローン／ソーシャル
ローンの取扱いを開始しSDGs／ESGの取組支援を強化しています。



J-クレジットによるカーボン・オフセット支援
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出典：「地方創生SDGs金融表彰（2021）」を受賞した際の国への説明資料を抜粋

 2010年よりカーボン・クレジットのコーディネート業務を行っています。これまでに、累計で246件、
8,427ｔ-CO2を仲介しています。

 「21世紀金融行動原則」 2021年度最優良取組事例「特別賞」を受賞しました。

【鳥取県日南町とのコーディネーター制度スキーム（例）】



ごうぎん希望の森（2006年～）
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 行職員による森林保全活動を山陰両県6箇所*で実施しています。
*1箇所活動が終了し現在代替地を選定中。2022年9月末時点で延べ105回実施し、10,027人参加、17,660本植樹。

 今年度、林野庁が創設した「森林×脱炭素チャレンジ2022」において、
当行の森林保全活動が優秀賞（林野庁長官賞）を受賞しました。

広報ポスター

2022年度



お取引先へのアンケート調査（2022年1月公表）
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 脱炭素について「既に取り組んでいる」「取り組みを検討している」は全体の3割強という状況。
（山陰地方だけをみると、約27％と3割を下回る結果）

 取り組みに対して、「何をすべきか分からない」が最も多く、また取り組みを進めるうえでの課題の上位
には、「ノウハウの不足」「コスト負担」などの回答あり。

出典：「山陰合同銀行公式HP＞山陰の経済情報＞その他の調査結果＞「脱炭素に関するアンケート調査 」（2022年1月25日）」より抜粋



好循環のボトルネックを仮説として設定
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【地域自立性】地域脱炭素・カーボンニュートラルの実現へ向けた再エネ地産地消の地域づくり

【主体的参画】地域の発電事業プレイヤーの一員として牽引役を担う（地域事業者参入の呼び水）

【相 互 補 完】地域新電力企業の再エネ電源供給による地産地消率向上

【波 及 効 果】事業ノウハウ獲得による地域の他プレイヤーの再エネ事業参入サポート

【域 内 循 環】県内所得の地域外流出阻止による地域経済の活性化

地域自立性

主体的参画

相互補完波及効果

域内循環
持続可能な
地域社会
構築への
好循環

地域再エネ電源の増大にむけて
事業リスクをとりながら、

各関係機関・地域事業者とも連携する
主体が好循環を回すために必要



銀行業高度化等会社設立
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弊社概要

名 称 ごうぎんエナジー株式会社
Gogin Energy Co.,Ltd.

代表者 代表取締役社長 安喰哲哉

所在地 島根県松江市魚町10番地
（山陰合同銀行本店内）

設立日 2022年7月1日

資本金* 1億円
（山陰合同銀行100％出資）

事業内容**
①発電事業
②小売電気事業***
③コンサルティング事業

人員体制 代表取締役社長含め5名

* 銀行法第16条の2第4項に基づき、金融庁ならびに公正取引委員会より許認可を取得し、山陰合同銀行100％出資の「他業銀行業高度化等会社」として設立。

**金融当局への認可申請において対象とした事業分野であり、それぞれの事業開始時期等は個別案件の検討状況に応じて異なります。

（2023年1月26日現在）

***②小売電気事業についても事業範囲として認可を受けていますが、地域の既存小売電気事業者の皆様との連携を最優先に考えております。

etc.



基本的な考え方・想い
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100％出資

＜地域＞
電力需要家再エネ電力による

地域内経済循環

拡大

地域脱炭素・カーボンニュートラルの実現
～地産再エネによる地域内経済循環拡大と地域課題の解決～

付加価値

小売電気事業者
（地域新電力等）

関連事業者
（設備・管理等）

地方公共団体
（県市町村）

エネルギー事業
新規参入事業者
（地元企業等）

連携
サービス等の提供

脱炭素・CN促進



地域課題の解決が主眼

11



地域課題_米子市・境港市（脱炭素先行地域）を例に
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各種取組概要
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各種取組概要
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All for our Presentation
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 本資料は、本日セミナーの資料としてご用意させていただいたものであり、関係機関以外の外部へのご開示、ご提示または複製についてはご遠慮く
ださいますようお願い致します。

 本資料作成に際しては十分な注意を払っておりますが、内容の正確性・妥当性・適法性につき弊社が保証するものではありません。

 本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性・妥当性・適法性等につきましては、貴職におかれまして、ご確認・
ご判断いただきますようお願い申し上げます。


